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令 和 ４ 年 度 事 業 報 告 
１．概    況 

令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影響により会議運営や事業運営に一定の制
約を受けたが、政府による行動制限の緩和に伴い、講演会、セミナー、税の啓発事業など
のイベントや会員交流事業が、地域により若干差はあるものの、コロナ禍前の水準近く
まで実施されてきた。 

各会では、実開催と WEB を併用したハイブリット型での会議やセミナー、安全対策を
講じた形で交流事業を開催するなど、ウイズコロナ、アフターコロナにおける事業運営
を模索する１年となった。 

このような環境下、今年度も監事と税理士による監査体制を維持し、ガバナンスの強
化を図るとともに「組織・財政基盤の確立」「事業活動の充実」「ｅ-Ｔａｘの推進」「事務
局体制の強化」を活動の基本方針として取り組んできた。 

「組織・財政基盤の確立」については、組織強化のため「役員１人１社獲得運動１,０
００」を継続推進するとともに、組織・厚生委員会合同による会員増強施策に取り組んで
きた。 

また、金融機関・提携生損保会社等へ加入勧奨の協力要請を行い、９月から１２月まで
の４ヵ月間支援団体と連携して会員増強特別運動を実施した。 

令和４年１２月末の会員数は４０,０７１社となり、前年末比５０３社の減少となった。 
新規獲得数は１，０７５社、退会数が１,５７８社あり、減少数は昨年に比べ５２社減

少した。 
「財政基盤の確立」については、令和４年度は福利厚生制度創設５０周年に係る推進

期間の最終年度にあたることから、福利厚生制度新規加入推進及び全法連が掲げた福利
厚生制度創設５０周年キャンペーンに取り組んできた。コロナ禍において対面営業が引
き続き大きな制約を受けたこともあり、収入保険料は前年度実績を下回った。 

また、経営者大型総合保障制度では、今年度も「役員１人１社紹介運動」を展開し、紹
介成約件数は１０９社（前年１４６社）となった。なお、役員加入率は７１．０％とな
り、昨年度に続き７０％台を維持した。 

「事業活動の充実」については、今年度もより多くの会員の声を反映させるため、全法
連作成の簡易版アンケートを使い、全会員を対象にした税制改正アンケート調査を実施
した。回答方式を前年度に続き QR コードを活用したインターネットによる回答とした。
延べ回答率は５．３％（２,１５３名、前年比△１０５名）と減少したが、税制改正要望
に会員の意見を反映させた。また、地域社会貢献活動では、従来から実施してきた青連協
のサイエンスショー（租税教育）に代わり、「親子タックスツアー～税金クイズとスタン
プラリーＩＮナイトミュージアム～」を鉄道博物館で開催した。また、女連協のブロック
事業では、ウイズコロナでの安全対策を講じ３ブロックで、それぞれ工夫をこらして小
学生を対象にした租税教育などの合同事業を実施し、法人会のイメージアップを図った。  

また、全法連アンケート調査システムを利用した埼玉県連独自の「事業に関するアン
ケート調査」に基づき、法人会のＰＲ活動を行った。今年度も法人会知名度向上と会員増
強を図るためケーブルテレビを使い、会員企業を紹介する番組を制作し、９～１１月の
３か月間放送した。更に１１月の「税を考える週間」に、全法連作成のテレビＣM をテ
レビ埼玉、J：COM で放映するとともに、東法連と連携して行っているＪＲ車内広告に
連動させ、県内単位会事務局最寄り駅に駅貼りポスターの掲出を実施した。 
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「ｅ-Ｔａｘの推進」については、税理士会・税務署との連携を図り未利用先の利用促
進を図った。また、役員企業を中心に法人税申告における添付書類も含めたｅ-Ｔａｘの
利用促進に努め、利用率は９４．８％(前年比１．０％増)となった。 

「事務局体制の強化」については、法人会運営について理解を深めるとともに、業務の
標準化、効率化に向けた「事務局職員研修会」を開催した。また、全法連で設定された
「単位会支援のための県連機能強化助成金」を活用し、アドバイザーによる単位会訪問
を通じて法令遵守の徹底及び業務の標準化・効率化等について指導・フォローに努めた。 

一方、創立６０周年記念事業として主に青年部会を対象にした事業承継税制の研修会
「垂統塾」を継続開催した。令和４年度は、２８名の受講者のうち２０名が講義を修了し
た。 

 
２．総 務 関 係 

＜事 務 局 の 充 実＞ 
助成金に係る全法連の監査結果を踏まえた事務局運営上の留意点、事務局強化のための

諸施策について各単位会へ情報提供を行った。また、全法連で設定された「単位会支援の
ための県連機能強化助成金」を活用し、アドバイザー等による単位会訪問を通じて法令遵
守の徹底及び業務の標準化・効率化等について指導とフォローに努めた。 

 
３．組 織 関 係 

(1) 会 員 増 強 
① 「会員増強特別運動月間」を９月から１２月までの４ヵ月間展開し、下表の結果と

なった。 

〈単位会会員加入状況〉     （令和４年１２月末現在）※個人賛助会員を除く 

単位会 所管法人数 会  員  数 前 年 末 比 加 入 率 ％ 前年末比％ 

浦 和 １３，２６２ ３，１１４    ７ ２３．５％ △ ０．４％ 

朝 霞 ８，０１２ １，８９１ △ ４４ ２３．６％ △ ０．９％ 

大 宮 １０，５３２ ２，９８２  ７ ２８．３％ △ ０．９％ 

上 尾 ７，４３４ ２，４９３ △ ２７ ３３．５％ ２．６％ 

川 口 １７，４０５ ４，２９５ △ ７６ ２４．７％ △ ０．９％ 

西川口 １０，６１８ ２，１７５ △ ３７ ２０．５％ △ １．０％ 

川 越 １５，８１４ ４，９８９ △ ９６ ３１．５％ △ １．２％ 

所 沢 １２，３９７ ３，４０９ △ ３９ ２７．５％ △ ０．８％ 

東松山 ３，５０７ １，１９９ △  ２ ３４．２％ △ ０．２％ 

秩 父 １，８７８ ９６１ △ １９ ５１．２％ △ １．２％ 

熊 谷 ５，６６２ ２，３８９ △ ５６ ４２．２％  △ １．１％ 

本 庄 ２，０９６ ８１９  △ １１ ３９．１％ △ ０．９％ 

行 田 ３，９９５ １，２８８ △ １７ ３２．２％ △ １．１％ 

春日部 １２，４２０ ３，７９８ △ ６１ ３０．６％ △ １．３％ 

越 谷 １３，４６６ ４，２６９ △ ３２ ３１．７％ △ ０．８％ 

合 計 １３８，４９８ ４０，０７１ △５０３ ２８．９％ △ ０．８％ 
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② 令和４年１２月末会員数は４０,０７１社、加入率２８．９％となり、前年比５０
３社減少した。減少数は昨年の△５５５社より５２社減少したが、減少傾向が続
いている。退会理由を見ると「休廃業」、「経費節減」、「メリットなし・利用してい
ない」という理由が全体の６８％を占めている。また、「メリットなし・利用して
いない」を理由とする退会件数は２５６件であり、高止まりしている。 

(2) 支部組織の充実 
 支部組織は会員や地域に密着した活動の根幹をなす組織であり、支部組織を充実さ
せることが会員増強に繋がる。支部組織の活性化や財政の透明化など「支部組織のあ
り方」を検討し、単位会訪問を通じて指導とフォローを行った。 

(3) 青年部会・女性部会活動の充実 
・青年部会は、「青年部会のあり方（指針）」に沿って運営を図り、各会の活動事例の

情報交換等に努めた。なお、例年実施していた租税教育活動｢サイエンスショー」に
代わり、「親子タックスツアー～税金クイズとスタンプラリーＩＮナイトミュージ
アム～」を、感染対策を講じて鉄道博物館で開催した。 

・女性部会は、｢女性部会のあり方（指針）」に沿った運営を図り、各会の活動事例の
情報交換等に努めた。なお、例年開催している県内４ブロックでの租税教育活動・
地域社会貢献活動の合同事業は、ウイズコロナでの安全対策を講じ３ブロックでそ
れぞれ工夫をこらして実施し、法人会のイメージアップを図った。 

・「税に関する絵はがきコンクール」は全単位会で実施し、小学校５８９校から作品 
２８，３５２点の応募（前年比＋１，４９２点）があった。 

<青年部会・女性部会の活動状況> 
担
当 

事 業 名 称 
実 施 年 月 日 

区
分 事 業 内 容 と 参 加 人 員 支 出 額 

(千円) 

青年部会連絡協議会 

南 
部 

親子タックスツアー 
IN 鉄道博物館ナイトミュージアム 

( 租 税 教 育 活 動 ） 
令和４年８月２７日 

1 
5 

①鉄道博物館を夜間貸し切り、小学生親子を無料招待 
②租税教育（税に関するＤＶＤ鑑賞、税金クイズの出題･解説） 

参加者４６１名 （うち小学生親子３９０名） 
後援：埼玉県、埼玉県教育委員会、埼玉県租税教育推進協議会 

1)
2) 

1,692 
1,692    

女性部会連絡協議会 

東 
部 

親子で学ぶゼイと 
「ジャパトラ座公演」鑑賞 

(税知識の普及活動)  
令和５年１月７日 

1 
2 
5 

①租税教育（税に関する DVD 鑑賞、税金クイズの出題･解説） 
②小学生･家族を招待し、ジャパトラ座の講演鑑賞（日本画の映像
と二十五絃の琴の演奏、ゆきおんな･奥の細道等の朗読） 
 参加者１２３名 （うち一般参加者９４名） 

1) 
2) 
4) 

751 
750 

4 

西 
部 中 止  

新型コロナウイルス感染症の急激な拡大により開催 10 日前に中
止を決定。参加予定者に中止のご案内と当日配布予定だったしお
り、造幣局土産、法人会グッズを郵送。 

1) 
2) 

402 
402 

南 
部 

夏休み親子タックスツアー 
税とMagic Show のコラボ！ 
( 租 税 教 育 活 動 ） 

令和４年８月８日 

1 
5 

①租税教育（税に関する DVD 鑑賞、税金クイズの出題･解説） 
②プロによる Family Magic Show！ 
 参加者８３名  (うち一般参加者４８名) 

1) 
2) 

846  
750 

北 
部 

親子で学ぶ「租税教室」と 
「野菜の収穫体験」 

( 租 税 教 育 活 動 ） 
令和５年３月２５日 

1 
5 

①租税教育（税に関する DVD 鑑賞、税金クイズの出題･解説） 
②野菜の収穫体験（雨天のため中止） 
 参加者１１０名  (うち一般参加者 32 名) 

1) 
2) 

634  
634  

(注 1）活動区分 1.税の啓発 2.義援金・募金 3.ボランティア 4.研究・提言 5.イベント・その他 
(注 2）支出額等 1）総支出額 2)県連補助金 3)その他協賛金 4)募金 
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<青年部会・女性部会会員加入状況>              (令和４年１２月末現在) 
単
位
会 

浦 

和 

朝 

霞 

大 

宮 

上 

尾 

川 

口 

西
川
口 

川 

越 

所 

沢 

東
松
山 

秩 

父 

熊 

谷 

本 

庄 

行 

田 

春
日
部 

越 

谷 

青年部 124 89 97 56 42 51 55 104 58 80 94 42 38 149 81 

女性部 49 91 40 87 85 37 39 68 85 98 444 39 58 257 51 

 青年部会員数合計  １,１６０名 （令和３年１２月末比  １０名減） 
女性部会員数合計  １,５２８名 （令和３年１２月末比  ６０名減） 

<税に関する絵はがきコンクール実施状況> 
単
位
会 

浦 

和 

朝 

霞 

大 

宮 

上 

尾 

川 

口 

西
川
口 

川 

越 

所 

沢 

東
松
山 

秩 

父 
熊 

谷 

本 

庄 

行 

田 

春
日
部 

越 

谷 

対象校数 53 44 37 58 59 33 94 75 38 24 54 24 46 91 69 

応募校数 30 32 18 44 58 24 66 33 26 20 54 24 46 61 53 

児 童 数 6,138 4,140 4,481 10,247 5,786 3,067 7,672 5,688 1,629 755 2,975 1,117 1,959 3,940 5,819 

応募作品数 1,153 2,313 406 807 4,661 1,958 3,550 1,951 837 504 2,556 895 1,659 2,924 2,178 

県内対象小学校数  799 校  応募校数    589 校 (応募率 73.7％、昨年度比 5.0％増) 
〃 児 童 数 65,413 名   応募作品数 28,352 点 ( 〃 43.3％、昨年度比 3.3％増) 

４．研 修 関 係    
(1) 各単位会の研修活動   

 新型コロナウイルスの影響により、昨年度同様各単位会の研修活動も中止や延期あ   
るいは規模の縮小を余儀なくされたが、感染対策を講じた実開催やオンラインによる 
セミナー・講演会の開催頻度を高め、参加人数は２４,８５７名（前年比１４２．１％） 
となった。 

 ＜研修参加状況＞               ※インターネットセミナー等も含む。 

 税法・税務 
(含む会計) 

経営・経済 
金融 その他 合 計 

回 数 ４３２ １４８ ９１ ６７１ 

人 数 １２,８４０ ３,８４０ ８,１７７ ２４,８５７ 
    参加率（参加人数÷会員数）６２．０％ (税法税務等研修参加率 ３２．０％) 

  昨年度比増減 １８．９％増（令和４年度参加率－令和３年度参加率） 

(2) 主な県連主催研修会 
  ① ６月 １日（水）第９回定時総会講演会            １４５名出席 
     演 題： 同音同響の経営で３PL 業界の№１企業を目指す 
            ～桃太郎文化を通じて同志教育を展開する～ 
     講 師： 株式会社丸和運輸機関 代表取締役社⾧ CEO 和佐見    勝 氏 

  ②１０月２７日（木）関東信越国税局調査課所管法人税務研修会   １３９名出席 
            （埼玉県下税務署との共催事業） 
   〇 申告書確認表等の活用について 
      関東信越国税局 調 査 審 理 課 ⾧       小 川 健 一 氏 
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   〇 法人税関係の税制改正について 
      関東信越国税局 調査審理課審理第二係⾧     向 井 一 夫 氏 
   〇 国際課税関係の税制改正及び留意事項について 
      関東信越国税局 国 際 調 査 課 ⾧       山 口 直 美 氏 
   〇 電子帳簿保存法について 
      関東信越国税局 調査総括課情報技術専門官     北 村 広 幸 氏 
   〇 インボイス制度及び輸出物品販売場制度について 
      関東信越国税局 消費税課軽減税率・インボイス制度係⾧  丸 橋 祐 一 氏 
   〇 印紙税について 
      関東信越国税局 消費税課軽減税率・インボイス制度係⾧  丸 橋 祐 一 氏 
      〇 キャッシュレス納付について 
      関東信越国税局 管理運営課監理第一係国税実査官  佐 藤   佑 氏 
     〇 国税局からの連絡事項 
         関東信越国税局 調査審理課審理第二係⾧     向 井 一 夫 氏 

  ③１１月２９日（火）税を考える週間記念講演会              ３６名出席 
      演 題： データ活用による行政の新展開 
                 ～DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進～ 
       講 師： 関東信越国税局⾧            河 村 直 樹 氏 

  ④９月～１１月 「垂統塾」 ３ブロックで延べ９回        延６９名出席 
      講 師： 齋藤戦略会計事務所 代 表 税理士 齋 藤 安 正 氏 

  ⑤１２月１６日（金）事務局職員研修会               ３１名出席 
      テーマ： 第１部「法人会の現状と課題」 
           第２部「決算の仕方から助成金ソフトへの反映」 
           第３部「全体討議」  

  ⑥ ２月１６日（木）公開講演会 オンラインライブ配信     視聴者１０２名 
      演 題： 常勝軍団のプリンシプル 
             ～自ら学び成⾧する人材が育つ心のマネジメント～ 
      講 師： 帝京大学スポーツ局⾧･スポーツ医科学センター教授 岩 出 雅 之 氏 

  ⑦ ３月１０日（金）税制委員会研修会               ２３名出席 
      テーマ： 我が国税財政の課題と令和６年度税制改正提言の展望 
      講 師： 公益財団法人全国法人会総連合 税制顧問 岩 崎 慶 市 氏 
 
５．税 制 関 係 

(1) 令和５年度税制改正要望への取組み 
３月１２～３１日 各単位会で税制委員・役員、全会員へアンケート調査発送 
４月２２日（金）役員版アンケート調査締切 
５月 ６日（金）一般用アンケート調査締切 
(アンケート対象先数４０,５７４先、延べ回答数２，１５３先、回答率５．３％） 
６月１５日（水）県連税制委員会・県連要望事項の集約 



- 8 - 
 

６月２０日（月）県連税制改正の提言を全法連へ提出 
  １０月 ３日（月）全法連、日経･朝刊全国版に「令和５年度税制改正提言(概要)」掲載  
  １０月１３日（木）第３８回全国大会千葉大会・税制改正要望大会を併催 
  １０月２０日（木）日経新聞埼玉版、読売新聞埼玉版に意見広告を掲載 

(2) 「提言書」による要望活動の実施（１０月以降） 
① 地方自治体へは、本年度で２５回目の実施となった。 

・埼玉県 … 県連会⾧より埼玉県知事に直接手渡す（Ｒ４．１１．１０）。 
・市町村 … 各単位会から事務局所在地の市町村等へ手渡す。 

② 地元選出国会議員 

６．地域社会貢献関係 
(1) 税の啓発活動 
 ① 埼玉新聞に「税を考える週間」の広告を掲載（Ｒ４．１１．１１）。 
 ② 日本経済新聞埼玉版に「税制改正アンケート調査結果に基づいた意見広告」(Ｒ４． 
   １０．２０)、「税を考える週間」(Ｒ４．１１．１１)、「ｅ-Ｔａｘ」(Ｒ５．２． 
     １６)の広告を掲載。 
  ③ 読売新聞埼玉版に「税制改正アンケート調査結果に基づいた意見広告」(Ｒ４．   
   １０．２０)、「税を考える週間」(Ｒ４．１１．１１)の広告を掲載。 
 ④ 全法連制作の租税教育用テキスト「キミも納めてる！税金どこ行くの？タックスフ 
   ントとけんたくん」は県内１１単位会で合計２２，０５０部発注し、租税教育活動 
     等に活用した。 

 (2)「さいたま緑のトラスト運動」への支援 
・「公益財団法人さいたま緑のトラスト協会」が実施している「さいたま緑のトラスト     

基金」への令和４年度中の寄付金額は下記の通りである。 

<「さいたま緑のトラスト運動」への支援状況>              （単位：千円） 

  (3)社会福祉法人埼玉いのちの電話への支援 
・第２８回チャリティ映画会への広告協賛を行った（４万円）。 

７．広 報 関 係 

(1) 対内的広報活動 
① 会報「ほうじん埼玉」の発行             
 ・県連および各単位会の事業活動をＰＲした。 
   年４回 (４月、７月、１０月、１月)  各１,２００部発行 
② アンケート調査の実施 
 ・全法連アンケート調査システムの地域限定アンケートを利用し、１１月「事業  

単位会 
浦 

和 

朝 

霞 

大 

宮 

上 

尾 

川 

口 

西
川
口 

川 

越 

所 

沢 

東
松
山 

秩 

父 

熊 

谷 

本 

庄 

行 

田 

春
日
部 

越 

谷 

県 

連 

合 

計 

寄付額 64.6 0 4.0 44.7 66.4 10.6 100.0 114.5 0 1.1 0 5.2 158.0 106.3 30.6 95.3 801.3 
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に関する調査」、１２月「講演会に関する調査」を昨年同様実施し、併せて同シス
テムへの登録者数の増加を図った。 

<法人会アンケート調査システム 単位会別アンケート送信対象数(登録数)> （令和５年３月末現在） 
（単位：名） 

単位会 
浦 

和 

朝 

霞 

大 

宮 

上 

尾 

川 

口 

西
川
口 

川 

越 

所 

沢 

東
松
山 

秩 

父 

熊 

谷 

本 

庄 

行 
田 

春
日
部 

越 

谷 

合 

計 

R３年度 46 28 30 54 89 33 45 29 98 53 31 34 30 19 32 651 

R４年度 64 40 48 57 97 36 51 47 106 60 47 34 40 23 44 794 

増 減 18 12 18 3 8 3 6 18 8 7 16 0 10 4 12 143 

 (2) 対外的広報活動 
① ホームページの活用 
 ・令和 4 年 9 月末にリニューアルし、県下単位会 HP へのリンク、公開講演会や税

務当局共催の税務研修会、各種 WEB セミナー等の情報を掲載。 
 ・税制改正に関するアンケート調査も、昨年度に引き続きホームページを活用して

行った。 
 ・ケーブルテレビで放送した会員企業紹介番組を掲載し、会員増強活動の支援を行

った。 

 ② テレビ埼玉 
・「埼玉ビジネスウォッチ」の「ウォッチインフォメーションコーナー」にて、毎 
 月第４土曜日(再放送翌日曜日)に、県連・単位会の事業活動を６０秒間で紹介。 

   ・「税を考える週間」に全法連作成のテレビＣM を放映した。 
   ・「全国高等学校野球選手権埼玉大会」に応援字幕テロップ、「テレビ年賀状」にス 
    ポットＣＭを放映した。 

③ ケーブルテレビＪ:ＣＯＭ 
・９月から１１月の３ヵ月にわたり、法人会の知名度向上と会員増強を図るため、

各単位会から推薦を受けた会員企業２１社より広報委員会で１０社を選定し、企
業概要と法人会との関わりを紹介する番組を制作し、放映した。 

・「税を考える週間」に全法連作成のテレビＣM を放映した。 

④ 新聞広告の掲載 
 ・会員増強用広告を加え以下の各紙に広告を掲載し、法人会をＰＲした。 

  埼玉新聞      … 暑中見舞い広告、税を考える週間の広告、会員増強用
広告、年賀広告 

  日本経済新聞 埼玉版… 税制改正アンケート調査結果に基づいた意見広告、
税を考える週間の広告、会員増強用広告、ｅ-Ｔａｘ
利用促進の広告 
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  読売新聞 埼玉版  … 税制改正アンケート調査結果に基づいた意見広告、
税を考える週間の広告、会員増強用広告 

 ⑤ 電車内広告の実施 
   ・本年も１都６県相乗りでＪＲ首都圏各路線へ電車内広告を実施した。 

    ⑥ 駅貼りポスターの掲出 
  ・「税を考える週間」に、ＪＲ電車内広告の実施に連動させ、県内単位会の最寄り駅  

に全法連制作のポスターを３連張りで掲示した。 
 
８．厚 生 関 係 

(1) 福利厚生制度 
 令和４年度は福利厚生制度創設５０周年に係る推進期間の最終年度にあたることか
ら、福利厚生制度新規加入推進及び全法連が掲げた福利厚生制度創設５０周年キャンペ
ーンに取り組んできた。 
 福利厚生制度の推進は、会員企業の福利厚生の充実とともに法人会財政基盤の強化、
新規会員勧奨に資することを目的に実施してきたが、コロナ禍において対面営業が引き
続き制約を受けたこともあり、収入保険料は前年度実績を下回った。提携生損保会社  
３社合計の収入保険料が前年比増加した単位会は７会で、県連全体で９９．０％という
結果となった（「別表１」の通り）。 

① 大型保障制度  …役員加入率は７１．０％（昨年度比０．２％増（令和５年３月
末現在）)となり、前年度に続き７０％台を維持した。 

② ビジネスガード …１２単位会において年間収入保険料前年度比１００％以上を達
成し、県連では１０２．２％の実績となった。 

           新規契約においては目標達成が９単位会あり、県連全体では目
標５２０件に対して５３８件（１０３．５％）の実績となっ
た。 

③ がん・医療保険…・収入保険料は、１単位会において年間収入保険料対前年度比 
１００％以上達成となり、県連においては９６．７％の実績と
なった。 

(2) 国立がん研究センターとの提携によるＰＥＴ検診 
  利用状況（令和４年４月～令和５年３月） １件 
            

９．諸 会 議 関 係 
  令和４年度に開催された諸会議は、「別表２」に掲載の通りである。 
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<令和４年度：単位会別福利厚生制度収入保険料内訳>             (単位:千円) 

単位会名 
受託３社合計収入保険料 

  対前年 
増減額 対前年比 うち大同 うちＡＩＧ うち 

アフラック 
浦 和 1,150,740 8,863 100.8% 768,863 260,453 121,424 

朝 霞 917,321 30,020 103.4% 584,207 241,377 91,737 

大 宮 1,421,438 13,965 101.0% 935,268 342,479 143,692 

上 尾 1,281,305 4,195 100.3% 879,254 248,866 153,185 

川 口 1,750,357 △ 13,206 99.3% 1,121,120 419,790 209,448 

西川口 951,427 △ 34,733 96.5% 620,698 231,706 99,023 

川 越 1,845,191 △160,484 92.0% 1,277,623 374,028 193,540 

所 沢 1,294,807 △ 11,758 99.1% 885,405 287,219 122,183 

東松山 357,486 △  2,897 99.2% 229,130 71,122 57,235 

秩 父 452,446 △ 16,567 96.5% 366,435 30,881 55,131 

熊 谷 857,112 △ 13,977 98.4% 596,514 136,646 123,952 

本 庄 268,266 △ 14,711 94.8% 179,117 48,266 40,883 

行 田 543,635 4,574 100.8% 379,714 68,660 95,261 

春日部 1,625,768 22,665 101.4% 1,071,400 355,878 198,490 

越 谷 1,398,167 14,011 101.0% 874,766 345,616 177,785 

県連計 16,115,469 △170,041 99.0% 10,769,516 3,462,986 1,882,968 

<役員１人１社紹介運動及び役員加入率>                  （単位：社）   

単位会名 
役員１人１社紹介運動 役員加入率 

目 標 紹介成約 達成率 対象役員 加入役員 加入率 

浦 和 １６ １２ ７５．０％ ６５ ４６ ７０．８％ 

朝 霞 ９ ４ ４４．４％ ６６ ４８ ７２．７％ 

大 宮 １８ ２７ １５０．０％ ６９ ５１ ７３．９％ 

上 尾 １４ １０ ７１．４％ ５９ ４５ ７６．３％ 

川 口 ２０ ９ ４５．０％ ８２ ６０ ７３．２％ 

西川口 ８ ４ ５０．０％ ５１ ３５ ６８．６％ 

川 越 ２４ ５ ２０．８％ １００ ６４ ６４．０％ 

所 沢 １７ ０ ０．０％ ４７ ３４ ７２．３％ 

東松山 ６ ０ ０．０％ ５２ ３５ ６７．３％ 

秩 父 ８ ５ ６２．５％ ３４ ３２ ９４．１％ 

熊 谷 １１ ４ ３６．４％ ７１ ４８ ６７．６％ 

本 庄 ７ ７ １００．０％ ５２ ４０ ７６．９％ 

行 田 ７ ４ ５７．１％ ２５ １８ ７２．０％ 

春日部 ２４ ４ １６．７％ ５７ ３９ ６８．４％ 

越 谷 １６ １４ ８７．５％ ７４ ４７ ６３．５％ 

県連計 ２０５ １０９ ５３．２％ ９０４ ６４２ ７１．０％ 
 

別表１ 



別表２ 

会    議
総会 第 ９ 回 定 時 総 会 R4. 6. 1 会⾧、理事、監事、専務 (150)

理 事 会 会⾧、理事、監事、専務 (131)

正 副 会 ⾧ 会 議 R4. 7. 20 正副会⾧、専務 (31)

国 税 局 幹 部 と の 意 見 交 換 会 R5.  1. 26 会⾧、理事、監事、専務 (57)

税 理 士 会 埼 玉 県 支 部 連 合 会 と の 協 議 会 R4. 9. 20 正副会⾧、専務 (53)

顧 問 会 R4. 12. 6 会⾧、顧問、専務 ( 6)

監 事 会 税理士、監事、専務 (22)

総 務 委 員 会 総務委員、専務 (57)

税 制 委 員 会 税制委員、専務 (60)

厚 生 委 員 会 R4. 11. 18 厚生委員、専務 (11)

拡 大 組 織 ・ 厚 生 合 同 委 員 会 R4. 9. 1 正副会⾧、組織・厚生委員、専務 (118)

組 織 ・ 厚 生 合 同 委 員 会 R5. 3. 8 組織・厚生委員、専務 (43)

広 報 委 員 会 広報委員、専務 (38)

Ｊ ： Ｃ Ｏ Ｍ 会 員 企 業 紹 介 番 組 検 討 会 議 R4. 6. 17 広報委員、専務 (18)

研 修 委 員 会 研修委員、専務 (31)

青 年 部 会 連 絡 協 議 会 理 事 会 R4. 6. 22 青連協正副会⾧・理事、専務 (30)

青 年 部 会 連 絡 協 議 会 正 副 会 ⾧ 会 議 R4. 12. 8 青連協正副会⾧、専務 (36)

青 年 部 会 連 絡 協 議 会 親 睦 ゴ ル フ コ ン ペ R4. 4. 20 青連協会⾧、専務 (108)

青 連 協 南 部 ブ ロ ッ ク 事 業 打 合 せ 青連協南部ブロック、専務 (34)

親 子 タ ッ ク ス ツ ア ー R4. 8. 27 青連協南部ブロック、専務 (461)

り そ な キ ッ ズ マ ネ ー ア カ デ ミ ー 青連協会⾧他 (63)

垂 統 塾 ４ブロックで開催 (69)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 理 事 会 R4. 6. 28 女連協正副会⾧・理事、専務 (38)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 ブ ロ ッ ク ⾧ 会 議 R4. 12. 14 女連協会⾧、ブロック⾧、専務 ( 7)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 正 副 会 ⾧ 会 議 R4. 12. 14 女連協正副会⾧、専務 (25)

絵 は が き コ ン ク ー ル 選 考 会 R5. 2. 10 女連協会⾧、ブロック⾧、専務 ( 8)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 東 部 ブ ロ ッ ク 会 議 女連協東部ブロック、専務 (52)

同 租 税 教 育 合 同 事 業 R5. 1. 7 女連協東部ブロック、専務 (123)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 西 部 ブ ロ ッ ク 会 議 R4. 6. 17 女連協西部ブロック (14)

女 性 部 会 連 絡 協 議 会 南 部 ブ ロ ッ ク 会 議 R4. 7. 13 女連協南部ブロック、専務 (25)

同 租 税 教 育 合 同 事 業 R4. 8. 8 女連協南部ブロック、専務 (83)

女性部会連絡協議会北部ブロック租税教育合同事業 R5. 3. 25 女連協北部ブロック、専務 (110)

事 務 局 ⾧ 会 議 各単位会専務理事・事務局⾧、専務 (115)

調 査 課 所 管 法 人 税 務 研 修 会 R4. 10. 27 専務 (139)

事 務 局 職 員 研 修 会 R4. 12. 16 事務局職員、専務 (30)

通 常 役 員 総 会 R4. 8. 23 正副会⾧、監事、専務
正 副 会 ⾧ 会 議 R4. 8. 23 会⾧、中澤副会⾧、専務
国 税 局 幹 部 と の 意 見 交 換 会 R4. 8. 23 会⾧、中澤副会⾧、専務
組 織 ・ 厚 生 合 同 委 員 会 R4. 10. 6
親 睦 ゴ ル フ R4. 10. 7
監 事 会 R4. 7. 11 監事、専務
局 連 青 連 協 正 副 会 ⾧ 会 議 R5. 2. 17 青連協会⾧
局 連 青 連 協 合 同 セ ミ ナ ー R4. 9. ９ 青連協会⾧他
局 連 女 連 協 正 副 会 ⾧ 会 議 R4. 7. 27 女連協会⾧
絵 は が き コ ン ク ー ル 選 考 会 R5. 2. 10 女連協会⾧、専務
局 連 女 連 協 合 同 セ ミ ナ ー R5. 3. 17 女連協会⾧他
事 務 局 ⾧ 会 議 専務
事 務 局 担 当 者 研 修 会 R4. 12. 1 事務局担当者、専務

諸  会  議  開  催  状  況

(2)

(4)

(2)

役

 

員

 

会

区  分

委

 

員

 

会

青

 

年

 

・

 

女

 

性

 

部

 

会

県

 

 

連

そ

の

他

(2)

局

 

連

役

員

会

(3)
(4)

(3)

部

 

会
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主な出席者(延人数)

(3)

(9)

(3)

(3)

年月日(回数)

(3)

会⾧、藤倉委員⾧、小川委員⾧、専務
会⾧、藤倉委員⾧、小川委員⾧、専務



会    議
理 事 会 会⾧、中澤副会⾧
新 年 賀 詞 交 歓 会 R5. 1. 20 会⾧他
総 合 企 画 委 員 会 会⾧
財 務 委 員 会 会⾧、島雄副会⾧
総 務 委 員 会 総務委員⾧
組 織 委 員 会 組織委員⾧
税 制 委 員 会 税制委員⾧
税 制 セ ミ ナ ー R5. 2. 14 税制委員⾧他
厚 生 委 員 会 厚生委員⾧
厚 生 常 任 委 員 会 厚生委員⾧
広 報 委 員 会 広報委員⾧
事 業 研 修 委 員 会 研修委員⾧
全 国 大 会 （ 千 葉 大 会 ） R4. 10. 13 会⾧他 
青 連 協 定 時 連 絡 協 議 会 青連協会⾧
全 国 青 年 の 集 い 部 会 ⾧ サ ミ ッ ト R4. 11. 25 青連協正副部会⾧
全 国 青 年 の 集 い 沖 縄 大 会 R4. 11. 25 青年部会員、専務
女 連 協 定 時 連 絡 協 議 会 R4. 6. 6 女連協会⾧
女 連 協 情 報 交 換 会 R4. 4. 14 女連協会⾧、林女連協副会⾧
全 国 女 性 フ ォ ー ラ ム 静 岡 大 会 R4. 4. 14 女性部会員、専務
全 国 県 連 専 務 理 事 等 会 議 専務
新 任 事 務 局 ⾧ セ ミ ナ ー R4. 8. 29 新任事務局⾧
事 務 局 セ ミ ナ ー R5. 3. 3 事務局職員、専務
浦和法人会創立70周年・公益社団化10周年記念 R4. 5. 31 会⾧、専務
上 尾 法 人 会 創 立 30 周 年 記 念 大 会 R4. 10. 21 会⾧、専務
税 理 士 会 埼 玉 県 支 部 連 合 会 新 年 賀 詞 交 歓 会 R5. 1. 13 会⾧、専務
埼 玉 県 青 色 申 告 会 連 合 会 総 会 R4. 6. 14 専務
埼 玉 県 青 色 申 告 会 連 合 会 新 春 講 演 会 R5. 2. 1 専務
埼 玉 県 商 工 会 議 所 連 合 会 新 春 懇 談 会 R5. 1. 26 （会⾧）、専務
税 を 考 え る 週 間 国 税 局 記 念 講 演 会 R4. 11. 29 正副会⾧、専務
国 税 局 ⾧ 納 税 表 彰 式 R4. 11. 1 会⾧
関 東 信 越 税 務 連 絡 協 議 会 総 会 R4. 11. 1 中澤副会⾧、専務
埼 玉 県 税 務 連 絡 協 議 会 定 期 総 会 R4. 10. 14 中澤副会⾧、専務
埼 玉 県 税 政 懇 話 会 R4. 11. 22 中澤副会⾧、専務
埼玉県税政連絡協議会構成団体事務局⾧会議 専務
埼 玉 県 租 税 教 育 推 進 協 議 会 運 営 委 員 会 R4. 5. 13 専務
埼 玉 県 租 税 教 育 推 進 協 議 会 定 期 総 会 R4. 6. ２ 小谷野副会⾧、専務
さ い た ま 緑 の ト ラ ス ト 協 会 定 時 評 議 員 会 R4. 5. 27 専務
さ い た ま 緑 の ト ラ ス ト 協 会 感 謝 状 贈 呈 式 R4. 6. 1 女連協会⾧
埼 玉 県 商 工 団 体 等 新 春 の 集 い R5. 1. 13 小谷野副会⾧、専務
豊 か な 埼 玉 を つ く る 県 民 の 集 い R5. 1. 6 会⾧、専務
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